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Ⅰ　東アジアの当面する新たな課題

われわれは北朝鮮の非核化やテロとのたたかいの議論にばかり目を向け、東アジアでそれらと

同じように深刻ないくつもの脅威に十分な注意を払ってこなかったのではないだろうか。現在、そ

うした脅威は日増しに高まっており、数年後には他の諸問題をも押しのける重要性をもつ可能性

がある。東アジアにおける安全保障についてのパラダイムの再検討は、今やわれわれすべてにとっ

て差し迫った課題である。ところが、この「東アジア」という概念やそれに関わる仮定自体が、従来

の国民国家のパラダイムに立脚したものであるため、それらはことがらを説明するよりも、むしろ不

鮮明にしている。われわれは、今日の個人、組織、社会、地域経済がどのように機能しているかに

ついての新しいモデルを提示し、それによって経済と技術のリンケージのインパクト、消費社会へ

の影響、さらに環境悪化や大気汚染の脅威といったものを説明する必要がある。

われわれは個人、企業、国家および非政府組織のあいだの基本関係の変化を深刻に受け止め

ねばならない。しかしそのことは、国民国家が消滅したということを意味するのではなく、むしろそ

れを構成する諸要素間の関係が根本的に変化を遂げたということなのである。また、それらの変

化があまりにも深部で起こっているため、本質的なことがらが多くの人々の目に映らないという問

題がある。たとえば、もしわれわれが様々な製品の製造、流通、消費地を正確にマッピングすれば、

それはグローバル経済がどのように作動しているかについての正確な記述となるであろう。しかし

それは、ほとんどの人々にとってまったく疎遠なものに映ることもまた事実である。同じように、海洋

や大気汚染のパターン、漁業の乱獲の帰結、気候変動の農業に対するインパクト、人口増加圧力

といった問題も重要であるが、何となくぼんやりと受け止められている。
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アメリカと東アジアとの関係は、地球の社会・文化的構造の変化から直接的なインパクトを受け

ている。こうした変化の多くは、フランシス・ケアンクロス (Franses Cairncross) が「距離の消

滅」と呼んだものから生まれており、それは世界全体に当てはまるが、東アジアにおける技術や社

会の変化の早さは他の地域と比べものにならないぐらい早い。さらに東アジアは世界経済の駆動

力でもあり、アメリカ経済にとっても重要な地域となりつつある。したがって、ある地域関係に対す

る認識とその現実とのギャップは、この東アジアにおいて最も大きくなる。企業、ＮＧＯ、地方政府、

中央政府のあいだの相互的な結びつきという太い鉄の檻に囲まれていることこそ、東アジアとい

う動物の１５年前と現在とを根本的に隔てるものなのである。

世界の変化を捉える際の理解のたち遅れは、一つには、日常的に接するものが、製品流通や情

報伝達の複雑な網の目を感じさせないほど持続性を持つということによる。われわれの住む通り

や家並みは相変わらず以前のままであったりする。しかし、われわれは今日、いわば「巨大な分裂

と統合」ともいうべきものに直面している。実際、われわれは世界の諸機関や企業が未曾有の規

模で合従連衡を行うのを目の当たりにしている。こうした統合への傾向は、情報の伝達・蓄積技

術の急速な高度化によって促進され、社会や地域の経済システムによる規制をなぎ倒して出現し

てきた。さらに航空運賃と配送コストの急激な下落は、取扱量の少ない製品の長距離輸送さえを

も容易にし、地方経済は今やかつては想像できなかったほど相互に結びつきを持つようになった。

銀行業、製造業、メディア企業、運輸業、さらに政府、準政府組織などが地球的規模でより広く深く

展開を遂げている。

しかし、こうした変化は同様に強い程度で社会分裂に否応なく向かう傾向を伴っている。様々な

国、都市、場合によっては街区ごとでさえますます異なった領域に分断され、しばしば社会的交流

や相互関心は希薄となる。現代の東アジアを覆う高層ビルのアパート郡は、かつての生き生きとし

た強い結束力をもった地域共同体を疎外された集合住宅に変えてしまった。同時に、インターネッ

トは諸個人がそれぞれ異なった世界観をもつことを可能にするが、他方、その個人的な見解が彼

らの日常接している人々と共有されることはないという問題を生み出している。富と所得の格差拡

大とそれに対する認識は表面には表れにくい根本的な分断を生み出している。東アジアじゅうの

多くの人々が、社会からの根本的な疎外を感じとっている。

しかし、どのような自己認識をもつかということと、社会および国際関係をどう理解するかとはま

ったく別問題である。地域社会の分裂によって地域共同体はまるでお互いが地球の反対側にいる

かのような距離ができてしまった。同時に、実際に海の向こう側にいる個人や組織が技術的・文化

的に密度の濃い結びつきを強めている。こうした転換は根が深く、かつて誰も経験したことがなく、

多くの人々にとってその本質が見えない。

Ⅱ　２１世紀におけるアジア概念の危機

　この数年間のＡＰＥＣなどの国際会議や六カ国協議などを見ていると、「アメリカ」「中国」「韓

国」と呼ばれる具体的な主体が存在するという印象を与える。メディアやアカデミズムは、現代の
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技術革新、貿易数量と旅行者の急増をひっきりなしに書きたてている。しかし、彼らは、そうした変

化のもたらした国民国家の根本的な変貌を解明する点では二の足を踏んでいる。儀式的な記者

会見や政府高官の公式訪問などの報道が与える印象は強いが、それと同じように、伝統的な国

家が衰退し、国際的な利害集団のネットワークに取って代わるという転換から完全に目を覆うこと

はできない。国際関係論研究の当面の課題は、貿易を取り仕切り、情報と世論のために資金を出

しているプレイヤーを正確に描き出し特定することである。

　要するに、われわれが目にしているのはＮＧＯ、企業、銀行、個人、金融ネットワーク、組織犯罪シ

ンジケートの網の目であり、それらは個々の国民国家の国内的・地域的文脈を超えて協力しあい

取引をしている。したがって、国内的な視点からの要求は伝統的な民族的アイデンティティを保持

しようとする新たなグループの強い自己主張によって担われる。問題は、グローバリゼーションが

こうした新たな勢力配置の深刻な不安定性を除去しえないということである。たしかにグローバリ

ゼーションを我田引水に用い、アウトソーシングや安い商品によって地域経済を破壊する人々がい

ることは事実であるが、グローバリゼーションはそれ自身としては究極的には中立的な現象であり

その最終的な影響がどのようなものであるかは未解明の大きな問題である。むしろ最大の問題は、

こうした商品や情報が分配される新たなパターンや、政治を規定する政治的・経済的プレイヤー

の新たなハイアラーキーを理解するための概念的なマップが一般の人々の手にないことである。

目に見えない勢力が世界を形成していることについて多くの人々が気づいてはいるが、それを理

解するための概念的なフレームワークがないため、東アジアの不安定性はよりいっそう深まり、政

治家やデマゴーグが人々を誘導しやすい状況が生まれている。

　韓国、中国、日本、ヴェトナム、タイ、モンゴルおよびアメリカでは、相互の制度や文化の面よりも 、

経済レベルでの一体化のスピードを速めている。私はこうした現象を中米関係に関する最近の論

文で以下のように指摘した。

　「アメリカと中国の一体化は、流通システムとコンピュータ・ベースのビジネス・ネットワークの統

合という形をとっているが、それは根本的に異なったこれら２つの社会組織をごちゃ混ぜに接ぎ木

したものである。この新たな生物は自らの異質な性格も、向かうべき方向性も理解できない。ウォ

ールマートなど超国家企業は、ロジスティックスや流通によって二つの国を結びつける。つまり、工

場、貿易港、輸送船、貨物列車、トラック、倉庫などが織りなす不明瞭な世界が、これら二つの国に

相互浸透し、サプライ・ネットワークを支える。 China Shipping Container Linesという米中

経済システムに関わるあまりなじみのない名前の巨大企業はオハイオ州に本拠を置いているが、

同社が所有するコンテナの輸送拠点は中西部あたりでみられる類似の企業の施設よりも、むしろ

中国国内の施設とよく似ている」1

1  “The Alliance of Frankenstein: China and the United States in the 21st 
Century” in Foreign Policy in Focus (http://www.fpif.org/fpiftxt/4066) March 9, 
2007.
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　ジュリアン・デラサンテリス (Julian Delasantellis) は、「グローバリゼーションの真の化身は、

いまでは大型船から荷揚げするためにひっきりなしに行き来する標準２０ないし４０立方フィートの

コンテナ船である」と述べている2 。デラサンテリスによれば、このような貿易のインパクトと安価な

製品への依存は不安定性をもたらすが、この問題こそ国際関係の最重要の問題として解明され

ねばならない課題である。

　東アジアおよびその他世界における各国の相互浸透や流通システムは、これまでにない様相を

呈しつつある。例えば、韓国はヴェトナムなどの途上国とも密接な経済関係を結ぼうとしており、そ

の提携はいわゆる先進諸国との関係と同様の重要性をもつ。流通システムの統合によって、韓国

と日本のように文化的には著しく異なる国々が経済レベルにおいて不断に結びつくし、さらには日

本の農家の男性と東南アジアの女性との婚姻が社会的統合をも生み出すしつつある。こうした変

化もまた深い文化的・社会的意義を持つ。

　トーマス・フリードマン (Thomas Friedman)はその著書『フラット化する世界』3 において、

中国・インドその他がグローバルな製造・流通のサプライチェーンに参入することによって、国家間

の社会・経済的障壁が除去され、新たなネットワークが創造されると指摘している。その結果、そ

れぞれの民族国家が自国の論理に基づいた政策を追求することが、貿易や金融上の取引面から

見て難しくなりつつある。通信技術の急速な発展とその価格低下によって国境の意味はますます

かつての意味を失いつつある。諸要素のより大きな組み合わせが、あらゆる国内経済にインパクト

を及ぼす。東アジアにおける分配と消費の統合とその深化は、工場、倉庫、港湾など流通システム

のネットワークを生み出し、それによって諸国家は従来の主権概念と矛盾する大きな広がりを持っ

たひとつの構築物となろうとしている。

　こうした現状を正確に描こうとするインセンティブは、メディアにもまたアカデミズムの世界にも

欠けているように思われる。しかし金融、生産、流通の新たな展開を理解することは、不可能では

ない。私自身の経験からも、客観的にこうした東アジアにおける諸国家の経済的・社会的諸関係

を描こうと試みた際に、聴衆からよい反応が得られなかったことがしばしばある。こうした反応は、

私の議論が間違っているとか、聞き手が反感を持っているとかではなく、私の議論が国際関係論

の既存の概念と異質であることによる。

Ⅲ　東アジアの新たな参加者

　今日の社会経済生活に影響を及ぼす諸力の新しい組み合わせを理解するために、まず手始め

に、東アジアに共通してみられる構造的変化について検討してみたい。孔子には「正名」

(zhengming) という考え方が見られるが、それはつまり社会的・政治的現象とそれを叙述する

2 Julian Delasantellis “Trinkets and treasure: China tames the US” Asia Times, 
August 30, 2007, http://atimes.com/atimes/China/IH31Ad02.html.
3 Friedman, Thomas. The Earth is Flat, A Brief History of the 21st Century, New 
York:  Farrar, Straus & Giroux, 2005.（『フラット化する社会』上・下、伏見威蕃訳、日本経済
新聞社、2006年）
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用語とのギャップを埋める知的努力を意味する。本論もその努力につながるものでありたいと願う

ものである。東アジアの地域的安定にとって最も大きな脅威は、けっして北朝鮮の核開発計画や

中国の軍事的拡大ではない。最も教育水準の高い人々のあいだにすら国家の性格についての無

理解が根強く存在し、これこそがまさに近い将来、未曾有の緊張と軋轢を許すものなのである。

　第１に、世界中で影響力を拡大しつつあるＮＧＯは東アジアにおいても重要なプレイヤーとなり

つつある。　女性問題、歴史認識、環境保護、社会的公正、医療、開発など、あらゆる問題がＮＧＯ

のネットワークにおいて国際的視野から議論されている。商業メディアが事実報道を制限すれば、

地域的な問題についての正確な情報源としてのＮＧＯの役割は否応なしに高まる。ＮＧＯは必ずし

も地域市民の自発的な活動が生み出したものではなく、政府や企業の関係者の必要から生み出

されたものも多く、場合によっては、一般には支持されがたい政策を糊塗したり正当化したりする

こともある。4 しかしそのことについても国際関係の研究においては分析対象とされることはまれ

である。

　過去数年間だけでもあまりにも多くの新しいＮＧＯが設立されているので、それらをフォローする

だけでも大変な作業である。既存の利益集団に対する闘争をますます NGO が担うようになって

いる。この傾向はアメリカ国内においてもっとも顕著であるが、同時に世界的な傾向でもある。

NGO の影響力の広がりは民営化へ拍車をかけることにつながり、さらにそれが中立的な情報

源としての政府の役割に対する信頼を損なっている。 NGO のネットワークは、政府に対立する代

替案――それがつねに客観的とは限らないが――を模索する市民のニーズから生まれる。例え

ば、韓国や日本の地域共同体組織はインターネットを利用して環境対策に協力して取り組み、驚く

ほど共通の理解をえている。各種研究機関やシンクタンクもアジアで発言を強めている。こうした

結束力の強い組織が、貿易や安全保障、通信といった表舞台の中心領域にまで及びつつある。

　第２に、政府や企業に対抗して存在感を増している非政府組織は、狭い意味での NGO だけ

ではない。 NGO の鬼子である組織犯罪の広がりがそれである。その組織は、国際的な結びつ

きを持ち、国民国家の腐敗構造がその台頭の後押しをしている。こうした犯罪シンジケートの広が

りは、ポストモダンな未来への突入というよりは、１世紀前への逆戻りである。２０世紀前半、旧満

州のような高大なアジアの地域もかつては自らの権益をめぐって相争う盗賊、軍閥、企業に支配

されていた。そうした過去への復帰という可能性も否定できない。

　第３に、既に述べたように、東アジアにおけるメディアの統合と同質化は、東アジアの社会政治

学的風景にも大きなインパクトを与えた。この１０年あまりのあいだ報道は国境を超えて同質化し

てしまい、中国でさえも主要報道機関が日本やアメリカでの報道にもとづいて経済記事を掲載す

ることもしばしばである。こうした共通性は、イデオロギー的な対立が深刻であった１５年前には想

像することもできなかったほどである。かつての中国の報道は社会主義的な原理にもとづき、日本、

韓国、アメリカの報道とはちがった解釈を強要していた。共産主義、資本主義、あるいはリベラル

派のいずれの立場を取るかによって経済や社会問題についての見解が異なり、韓国と中国との

4 以下の研究を参照、People for the American Way, “Buying a Movement”, 1996.この
研究ではアメリカでのＮＧＯを通じた政策への働きかけの具体的方法が明らかにされている。

5



（Ｅ・パストリッチ）　グローバリゼーションと東アジア

あいだでも現実問題に対する議論が真っ向からぶつかったが、現在ではそのようなことはなく、批

判的な言説が衰退していることも手伝って、多くの問題について両者に堅いコンセンサスがある。

　韓国と日本のメディアは、領土問題や歴史問題などでぶつかり合うこともあるが、その他の国際

問題については一般的に共通な見方を保持している。中国もまた六カ国協議の報道などでも大

同小異の観がある。世界中のニュース報道が同じ情報源、同じデータに基づいている。それらが

用いる用語や概念もまた共通である。その理由の一つは、英語情報の統一的な配信システムが

できあがっており、それが地域的な報道にも影響を及ぼしていることがあげられる。アジアでもメデ

ィア企業の統合が進み、古い独占的なメディアの支配体制を打ち破っている。このように情報の信

頼性は低くなり、情報操作の機会も大きくなっている。

　第４に、東アジアでは地方政府の役割も重要性を高めているが、これもまたあまり十分に研究さ

れているとはいえない。日本の県、韓国の道、中国の省に相当する地方政府は国際関係において

重要な役割を演じている。東アジアの各地方政府は、地方や都市レベルで複雑に入り組んだ取り

決めを交わし、直接的な協力関係を築きあげている。多くの場合そうした協定は象徴的なもので

あるが、なかには政策的影響の可能性が大きいものもあり、意思決定過程を中央政府から徐々に

引き離そうという動きもある。中央政府は貿易や経済開発に関する国家政策策定の主導権を確

保しようとやっきであるが、地方政府はますますその領域に食い込み状況が複雑化している。

　地方政府が明確にイニシアティブを握る主要な分野は外国人直接投資（ FDI ）である。多くの

地方政府が外国資本の誘致をめぐって他の地方政府と熾烈な競争をくり広げている。自らの地

域に企業を誘致するための宣伝物のために莫大な予算を確保し、知事や市長は海外の投資家

から資金をえようと世界中を駆け回り、他の地方政府や中央政府、国際企業と協定を結ぼうとし

ている。こうして地方政府が外国の地方政府と密接な経済関係を結び、それが政策決定に最終

的に影響を及ぼす可能性が強まっている。

　地方政府の努力は FDIにとどまらない。ツーリズム、輸出、対外的な PR 活動やロビイングな

ども東アジアの地方政府にとってますます重要な活動領域と考えられている。地方政府は、経済

開発の独自の活路を見出そうと懸命である。しかし、こうした努力は、 FDIに対する批判とと同

様に、地元からの強い反発をも招いている。地方政府がこうした問題に有効に対処できるかどう

かは明らかでない。しかし、彼らがそれに取り組みつつあるということ自体が、地方政府の役割に

対する見方を一新するものであり、政策決定過程についてもある程度そのようなことがいえる。地

方政府はますます中央政府をひな形にして、とくに、国際関係や経済取引の面での役割を強める

ことに注力することが予想される。たとえば、韓国や日本の市長や知事が集まる回数が政府首脳

の会合の数を大幅に上るようになれば、地方政府こそが重要な交渉の中心的な部分を占めるこ

とになることになるかもしれない。

　最後に、地方政府の積極的な役割とともに注目すべきは、都市国家の役割である。それは軍事

力も大した領土もないが、経済的政治的関係をうまく管理し、自主的な外交によって重要な国際

的役割を果たす政治体制である。アジアにおける都市国家の典型例はシンガポールであり、同国

はその顕著な経済的成功によって多くの国の模範となった。シンガポールの安定的な国内政治
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環境は他のアジア諸国の目標となった。香港は、シンガポールほどの自律性はないが、経済セク

ターの主要部分がイギリス統治時代にもまして地方政府によってコントロールされている点で共

通性をもっている。他のアジアの経済特区、たとえば深圳（中国）、インチョン（仁川、韓国）などは

自律的な開発モデルとして国際的にも注目されてきた。こうした経済特区は、教育も医療も国際

的な水準を提供しており、その周囲地域とは異なる。そうした地域は外国人には住みやすいが、国

民国家としては深刻な解体状況を意味するものでもある。

Ⅳ 　技術革新とその意義

すでに述べたような東アジアの統合と解体の傾向の両方に及ぼす技術のインパクトを過小評

価してはならないであろう。国際レベルにおける統合と集中の矛盾や地方レベルの社会的解体と

自律化という動きは、通信技術、とりわけインターネットの発達によってもっともよく説明される。個

人が一人で巨大な機関の洗練されたヴィジュアルなサイトをつくり、それをインターネットをつうじ

て宣伝することができるということは、グローバルな競争舞台の存在を意味するが、そこは同時に

情報の統制や操作を主な手段とし権力と影響力の確保が行われている領域でもある。こうしたト

レンドは、起業活動と個人主義を促進するとともに、政府組織、企業、および社会全体の複雑でイ

ンフォーマルな指揮系統の解体過程をも助長する。それはまた情報の経済がグレシャムの法則に

従うように、支配的で陳腐な言説の支配に門戸を開くものとなる。

所得格差の拡大や情報操作の結果生じる社会的解体は、それ自体が圧倒的な統合過程を伴

うがゆえに一般にその傾向が判然としない。社会や制度の小部分への分解が情報の分散的な流

れを生み出す一方で、ますます少数の情報を管理する主体が情報を一元的に統制しようとしてい

る。インターネットはこうした状況のもとで、個人が自ら政策に影響を及ぼすことを可能にするもの

であるため、既存の支配勢力は自己の影響力の喪失を恐れその動きを制限したいと考える。しか

し、こうした傾向は大多数にとっては表現の自由に対する抑圧と映る。インターネットはまた少数の

発言力を場合によっては過度なほどに強める。またこうした少数グループが自己の正当性を主張

しうる力が解体過程をさらに助長する。

フランシス・ケアンクロスがその著書『国境なき世界』［原題、「距離の消滅」 The death of 

distance ］5で述べているように、コミュニケーション技術は個人と集団や国家との関係を根本

的に再編した。ケアンクロスは現在のコミュニケーションの状態を１９１０年時点の自動車と対比さ

せ、われわれがいま、これからきわめて大きな意義をもつ社会的な大転換の戸口に立っているの

だとしている。ケアンクロスは、人類は技術変化によって過去２世紀のあいだに３つの継起的な革

命を経験しているとという。その第１は１９世紀における物資の輸送コストの急減、第２は２０世紀に

おける人的輸送コストの急減、そして第３は２１世紀における情報コストの急減である。この最後の

5 Frances Cairncross. The Death of Distance. Harvard Business School, 
Cambridge, 1997.（『国境なき世界―コミュニケーション革命で変わる経済活動のシナリオ』ト
ッパン、1998年）
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変化によって世界中の異なった利益集団は相互に緊密に結びつくことができるようになり、それ

によって国境はもはや決定的な重要性をもたなくなった。しかし同時に、映画やメディアの世界で

は伝統的な国民国家に対する幻想的なイメージがむしろ人気を呼び、国民国家に対する愛着を

呼び起こしている。おそらく複雑に結びついた利益集団が漠然と支配する世界政治の混乱したイ

メージに人々はうんざりしているのであろう。

雇用の喪失と、「距離の消滅」がもたらした経済統合とによって、世界的な労働移動の波が起

っている。東南アジアや中国から韓国、日本、シンガポールなどへよりよい生活を求めた労働移動

が生じ、その結果、１９２０年代以来最大の社会的流動化と国境の崩壊が起っている。労働移動は

経済統合が生み出した経済的・社会的再編の一つの結果であるが、この問題は東アジアにおけ

る重要な政策的規定要因となっている。韓国、日本その他の国において、移民は地域的な異文化

的集団を形成し、国内政策の議論に複雑な影響を及ぼす 6 。ますます多くの人々が、それぞれの

国における既存の伝統的市民概念にあてはまらなくなりつつある。

Ⅴ　イデオロギーの腐敗とその意味

　東アジアの経済、社会、政治、および文化をめぐる議論状況の変化は、国民国家の既存のモデ

ルでは十分考慮されていなかった新たな主体の台頭と密接に関連している。それは通信技術の

発達――新しい諸組織が自己のメッセージや見解の発信することを可能にするとともに、旧制度

と秩序の解体をも促す――の結果でもある。こうした変化の主要な原因として最後に付け加える

べきものは、各地域においてこれまで政治や社会の議論を支配してきたイデオロギーの腐敗とい

う問題である。

　共産主義イデオロギーとそれに反発する反共イデオロギーに端的に見られるように、個人や組

織はよりよいと自ら判断する方向へ導くための世界観やモティベーションの観念的な土台を作ろ

うとする。一般的にイデオロギーの腐敗とは、それが通信技術の発達からくるのか、あるいは既存

の制度の解体からくるのかは別にしても、現在の世界観が、倫理的判断あるいは政治指導者や

諸集団にとっての将来的観点から見て、意味を失っている状態を指す。１９２０年代から１９８０年代

まで、学会、ジャーナリズム、政治家、官僚は共産主義と資本主義の陣営に分かれて相互に非難

合戦を繰り返した。こうした非難は誠実さを欠いた場合もあるが、イデオロギーの健全なバランス

を維持し、たまに部屋の空気を入れ換えるという目的には役に立つものであった。しかしそのよう

なバランスはもはや消滅してしまった。

　従来のイデオロギーの後退は、いま決して世界がありのままに捉えられている――それが実際

に可能であるかどうかは別として――ということを意味しない。それどころか、議論はますます混乱

の度を増し、われわれは、人々がすでに述べたような世界の根本的な転換について、説明はおろ

6経済統合は韓国、日本、中国都心部の出生率の低下とあいまって労働移動に拍車をかけている。
この点に関して参照、Glenda Roberts’ “Labor Migration to Japan: Comparative 
Perspectives on Demography and the Sense of Crisis.” Japan Focus, September 
2007: japanfocus.org/products/details/w2519.
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か考えることさえできなくなっているという事態に直面している。問題は教育や情報へのアクセス

という問題ではない。実際、学歴の高い人々の多くが、９・１１同時多発テロや地球温暖化にまった

く無理解であるということがある。むしろ、政治の現状に対する批判的分析からイデオロギー的支

柱を取り去ることで、人々は些末な議論に埋没し、直面する真の脅威から完全に目を背けてしまっ

ている。

韓国、日本、台湾（中華民国）の資本主義、民主主義、反共主義の主張の根源は中国やロシア

の共産主義との直接的な対抗という枠を超えたところにあったように思われる。こうした主張は倹

約と勤勉、人間性と誠実性、さらに集団に対する個人の犠牲を重んじるものである。「アジアの奇

跡」と呼ばれた経済成長の根底にあったものはこうした質であり、それは共通のイデオロギー的

原理に結びつけられ、朴正煕や蒋介石によって粗雑に表明された類のものである。

近年におけるイデオロギーの腐敗の帰結は、世界を理解するための建造物がなくなったために

生まれた巨大な思考上の格差の出現である。イデオロギーや美的感覚は抽象的概念として主流

派の政治学の言説から消え失せてしまったため、われわれは現在の歴史的局面を批判的に捉え

ることが難しくなっている。地球温暖化の深刻さ、政治的腐敗、情報の質的低下などが大多数の

市民にとって見えなくなっている。われわれが直面している問題のまさにその背後にイデオロギー

と美的感覚の問題が存在していることについて、私はしばしば指摘してきた。イデオロギーと美的

感覚の問題は思考の基底部分に存在するため、それらを道具として用いなければ表面的な考察

の域をでないのである。したがって現在、現状の問題を把握するためのイデオロギーが存在してお

らず、したがって多くの人々にその所在が分からないのである。

東アジアの統合から見えてくるものは、現代の新味に乏しい均質な美的感覚であり、容易に複

製可能な情報の価値下落であり、さらには相互理解のギャップを埋めようとする儀式の繰り返し

である。すなわち現代の均質な美的感覚とは、現代社会のシンボルである高層ビルや消費とコン

ビニ文化であり、それらは異なった世界を想像することを難しくする理由を説明している。複製によ

る情報の価値下落とは、画像やテキストの価値が初めから値崩れをおこし、誰もそれらを注意深く

扱おうとしなくなったということである。最後に、政治的儀式とは六カ国協議に見られるように、議

論の中身よりも開催そのものが重大なことであるかのように大きく取り上げられるような現実を指

す。

むすび

本稿では、東アジアの社会的・政治的・経済的転換に影響を及ぼす重要な変化をみてきた。変

貌著しい世界を把握するために数年前に耳目を引いたレトリックは姿を消したが、現実の転換の

プロセスが消滅したわけではもちろんない。むしろ多くの場合、それは深く多様な根っこを張りめ

ぐらしているといえる。

　本稿が今世紀の東アジアと世界の真の安全保障問題に関する本格的な検討に資するもので

あることを願う。われわれは転換期のレトリックを乗り越え、変化を注意深く考察すべきであり、そ
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のことによってのみ、われわれは新たな国際関係を築くためのアプローチへと進むことができるで

あろう。
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